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○新潟市重度心身障がい者福祉手当の支給に関する規則

昭和51年5月28日

規則第29号

改正 昭和52年8月23日規則第42号

昭和52年11月7日規則第53号

昭和56年7月10日規則第45号

昭和56年10月30日規則第61号

昭和61年3月31日規則第10号

平成11年3月31日規則第17号

平成15年8月1日規則第47号

平成19年3月30日規則第121号

(題名改称) 

平成20年3月27日規則第50号

平成23年12月21日規則第81号

平成24年3月16日規則第19号

平成26年9月22日規則第90号

平成27年12月25日規則第90号

注 平成11年3月から改正経過を注記した。

(この規則の目的) 

第1条 この規則は，重度心身障がい者福祉手当(以下「手当」という。)を支給することに

より，重度心身障がい者の福祉の増進を図ることを目的とする。

(平19規則121・一部改正) 

(用語の定義) 

第2条 この規則において「重度心身障がい者」とは，次の各号のいずれかに該当する者を

いう。

(1) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条第4項の規定により交付を受けた身

体障害者手帳に身体上の障がいの程度が1級又は2級である者として記載されている者

(2) 児童相談所又は知的障害者更生相談所の判定により重度の知的障がい者とされた者

(平11規則17・平15規則47・平19規則121・一部改正) 

(支給要件) 

第2条の2 市長は，本市に住所を有する重度心身障がい者に対し，手当を支給する。ただ
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し，その者が次の各号のいずれかに該当するときは，この限りでない。

(1) 障がいを支給事由とする給付で別表第1に定めるものを受けることができるとき。た

だし，その全額につきその支給が停止されているときを除く。

(2) 別表第2に定める施設に入所しているとき。

(平19規則121・平23規則81・一部改正) 

(手当額) 

第3条 手当は，月を単位として支給するものとし，その月額は，2,000円とする。

(平15規則47・全改) 

(認定の請求等) 

第4条 手当の支給を受けようとする者は，新潟市重度心身障がい者福祉手当認定請求書(別

記第1号様式)に次の各号に掲げる書類を添えて，受給資格について市長に認定の請求をし

なければならない。

(1) 身体障害者手帳又は療育手帳

(2) 新潟市重度心身障がい者福祉手当世帯・所得状況届(別記第2号様式) 

(3) 所得証明書

(4) 住民票謄本

(5) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要があると認めた書類

2 前項の規定にかかわらず，同項の請求書に添えて提出する所得証明書及び住民票謄本に

より明らかにすべき事項について市長が公簿等により確認を行うことに同意した手当の

支給を受けようとする者は，所得証明書及び住民票謄本の提出を省略することができる。

3 市長は，認定の請求があつた場合において，受給資格の認定をしたときは，当該受給資

格の認定をした者(以下「受給資格者」という。)に，文書でその旨を通知するものとする。

4 市長は，前項の場合において，第6条又は第7条の規定により手当を支給しないときは，

当該受給資格者に，文書でその旨を通知するものとする。

5 市長は，認定の請求があつた場合において，受給資格がないと認めたときは，請求者に，

文書でその旨を通知するものとする。

(平15規則47・平19規則121・平23規則81・一部改正) 

(手当の支給期間及び支払期月) 

第5条 手当の支給は，前条の規定により受給資格の認定の請求をした日の属する月の翌月

から始め，手当を支給すべき理由が消滅した日の属する月で終わる。

2 手当は，毎年2月，5月，8月及び11月の4期に，それぞれの前月までの分を支払う。ただ
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し，前支払期月に支払うべきであつた手当又は支給すべき理由が消滅した場合におけるそ

の期の手当は，その支払期月でない月であつても，支払うことができる。

(支払の制限) 

第6条 手当は，受給資格者の前年の所得税法(昭和40年法律第33号)第35条第3項に規定す

る公的年金等の収入額が，前年中に継続して国民年金法(昭和34年法律第141号)に規定す

る障害基礎年金の受給権者であつた者が同年中に同法第33条第1項の規定に基づき支給

された障害基礎年金の合計額から24,000円を差し引いた額以上である場合又は受給資格

者が地方税法(昭和25年法律第226号)の規定による市町村民税(同法の規定による特別区

民税を含むものとし，同法第328条の規定によつて課する所得割を除く。)が課されてい

る者(市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者(当該市町村民

税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。)を除く。以下「市町村

民税課税者」という。)である場合は，その年の8月から翌年の7月までは，支給しない。

(平15規則47・全改) 

第7条 手当は，受給資格者と同居する受給資格者の配偶者又は受給資格者の民法(明治29

年法律第89号)第877条第1項に定める扶養義務者で当該受給資格者の生計を維持するも

のが，市町村民税課税者である場合は，その年の8月から翌年の7月までは，支給しない。

(平15規則47・全改) 

第8条 前2条の規定は，生活保護法(昭和25年法律第144号)に規定する被保護者及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律(平成6年法律第30号)に規定する支援給付を受けている者には適用し

ない。

(平15規則47・全改，平20規則50・平26規則90・一部改正) 

第9条 手当は，受給資格者が，正当な理由がなくて，第14条の規定による市長の求めに応

じない場合においては，その額の全部又は一部を支給しないことができる。

(受給資格の認定の取消等) 

第10条 市長は，偽りその他不正の手段により手当の支給を受けた者がある場合は，受給

資格の認定を取り消し，すでに支払つた手当を返還させることができる。

(届出等) 

第11条 受給資格者は，次の各号の一に該当する場合は，すみやかに当該各号に掲げる届

書により市長に届け出なければならない。

(1) 氏名又は住所を変更した場合 変更前及び変更後の氏名又は住所を記載した届書
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(2) 振込金融機関又は口座番号を変更した場合 変更前及び変更後の振込金融機関又は

口座番号を記載した届書

(3) 第2条の2に定める支給要件に該当しなくなつた場合 支給要件に該当しなくなつた

年月日及びその理由を記載した届書

2 受給資格者が死亡した場合は，戸籍法(昭和22年法律第224号)の規定による死亡の届出

義務者は，当該受給資格者の氏名及び死亡した年月日を記載した届書にその死亡を証する

書類を添えて，市長に届け出なければならない。

3 市長は，受給資格者の受給資格が消滅したときは，その者(その者が死亡した場合にあつ

ては，前項に規定する死亡の届出義務者とする。)に，文書でその旨を通知するものとす

る。

第12条 受給資格者は，毎年6月11日から7月10日までの間に，新潟市重度心身障がい者福

祉手当現況届(別記第3号様式。以下「現況届」という。)に所得証明書及び住民票謄本を

添えて市長に提出しなければならない。

2 前項の規定にかかわらず，現況届に添えて提出する書類により明らかにすべき事項のう

ち公簿等により確認できるものについて市長がその確認を行うことに同意した受給資格

者は，当該確認できる事項を明らかにするために必要な書類の提出を省略することができ

る。

3 市長は，第1項の規定により提出された現況届を受理した場合において，第6条又は第7

条の規定により手当を支給しないときは，当該受給資格者に，文書でその旨を通知するも

のとする。

(平15規則47・平19規則121・一部改正) 

(添付書類等及び届書の省略) 

第13条 市長は，この規則の規定により請求書又は届書に添えて提出する書類等により証

明すべき事実を公簿等により確認することができるときは，当該書類等又は届書の提出を

省略させることができる。

(書類の提出等) 

第14条 市長は，手当の受給に関して必要があると認める場合は，受給資格者に対して，

必要な書類その他の物件の提出を求め，又は必要な質問をすることができる。

(その他) 

第15条 この規則に定めるもののほか，手当の支給に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。
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附 則

この規則は，公布の日から施行し，昭和51年5月1日から適用する。

附 則(昭和52年規則第42号) 

この規則は，昭和52年9月1日から施行する。

附 則(昭和52年規則第53号) 

この規則は，公布の日から施行し，昭和52年11月1日から適用する。

附 則(昭和56年規則第45号) 

この規則は，公布の日から施行する。

附 則(昭和56年規則第61号) 

この規則は，公布の日から施行し，この規則による改正後の新潟市重度心身障害者福祉手

当の支給に関する規則の規定は，昭和56年8月以後の月分の重度心身障害者福祉手当から適

用する。

附 則(昭和61年規則第10号) 

(施行期日) 

1 この規則は，昭和61年4月1日から施行する。

(経過措置) 

2 昭和61年4月分の重度心身障害者福祉手当については，この規則による改正後の新潟市

重度心身障害者福祉手当の支給に関する規則第5条第2項の規定にかかわらず，同年8月に

支払うものとする。

3 昭和61年3月以前の月分のこの規則による改正前の新潟市重度心身障害者福祉手当の支

給に関する規則による重度心身障害者福祉手当については，なお従前の例による。

附 則(平成11年規則第17号) 

この規則は，平成11年4月1日から施行する。

附 則(平成15年規則第47号) 

(施行期日) 

1 この規則は，平成15年8月1日から施行する。

(経過措置) 

2 平成15年7月以前の月分の改正前の新潟市重度心身障害者福祉手当の支給に関する規則

による重度心身障害者福祉手当については，なお従前の例による。

附 則(平成19年規則第121号) 

この規則は，平成19年4月1日から施行する。
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附 則(平成20年規則第50号) 

この規則は，平成20年4月1日から施行する。

附 則(平成23年規則第81号) 

この規則は，公布の日から施行する。

附 則(平成24年規則第19号) 

この規則は，平成24年4月1日から施行する。

附 則(平成26年規則第90号) 

この規則は，平成26年10月1日から施行する。

附 則(平成27年規則第90号) 

この規則は，平成28年1月1日から施行する。

別表第1(第2条の2関係) 

(平15規則47・平23規則81・一部改正) 

(1) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令(昭和50年政令第207号)第11条各号

(第14号を除く。)に掲げる給付で障害を支給事由とするもの(特別児童扶養手当等の支

給に関する法律施行令の一部を改正する政令(昭和60年政令第323号)附則第5条第1項

において同令附則第3条第1号に掲げる給付に該当しないものとみなすものを除く。) 

(2) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第117号)に基づく介護手当

(3) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律(昭和39年法律第134号。以下「法」という。)

に基づく特別障害者手当若しくは障害児福祉手当又は国民年金法等の一部を改正する

法律(昭和60年法律第34号)附則第97条第1項の規定により支給される同法第7条の規定

による改正前の法に基づく福祉手当

別表第2(第2条の2関係) 

(平24規則19・一部改正) 

(1) 法第17条第2号に規定する障害児入所施設その他これに類する施設

(2) 老人福祉法(昭和38年法律第133号)に規定する養護老人ホーム又は特別養護老人ホ

ーム
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別記第1号様式(第4条関係) 

(平11規則17・全改，平15規則47・平19規則121・平23規則81・平24規則19・平

27規則90・一部改正) 

別記第2号様式(第4条関係) 

(平15規則47・全改，平19規則121・平23規則81・平27規則90・一部改正) 

別記第3号様式(第12条関係) 

(平23規則81・全改，平27規則90・一部改正) 


